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予定

4⽇(金) 米国 雇用統計（5月）

7⽇(月) 中国 貿易収支（5月）

10⽇(木) ユーロ圏 金融政策発表

15⽇(火) 米国 鉱工業生産指数、小売売上高（5月）

16⽇(水) 米国 金融政策発表

16⽇(水) 中国 鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（5月）

18⽇(金) ⽇本 金融政策発表

25⽇(金) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（5月）

29⽇(火) ⽇本 失業率、有効求人倍率（5月）

30⽇(水) ⽇本 鉱工業生産指数（5月）

国・地域

米国ではテーパリングへの警戒感が高まる
5月に発表された米経済指標を⾒ると、4月の雇用統計は予想よりも弱い結果となりました。但し、経
済対策による手厚い給付金等を背景としており、額面通りに景気が鈍化したとは受け取れないようです。
一方、CPI（消費者物価指数）が大幅な伸びを記録したことで、インフレ懸念が強まりました。FRB
（米連邦準備制度理事会）は「足元のインフレ率上昇は一時的」と言及しているものの、市場では
テーパリング（量的金融緩和の縮小）への警戒感が高まっている為、今後の議論の動向が注⽬されます。

欧米では感染が抑制、日本では再拡大
欧米ではワクチン接種が先行し、経済が正常化へと向かっています。活動規制の緩和も進んでおり、英
国では国外への旅行が解禁、その他の国でも飲食店をはじめとしたサービス業に再開の動きが出ていま
す。対して、⽇本では4月後半から感染が再拡大し、個人消費が落ち込んでいます。また、⽇本は欧
米に比べてワクチン接種開始が遅れたことで、経済再開の不透明感から、⽇本株の戻りが弱くなってい
る状況です。今後のワクチン接種の行方が、⽇本経済の正常化を左右すると考えられます。

中国経済はコロナ前の水準まで回復
中国では新型コロナウイルスの感染を抑制できており、個人消費はコロナウイルス感染拡大前の水準を
上回る状態まで戻りつつあります。4月の小売売上高は2、3月に引き続き、前年同月比で2桁増で、
2019年4月と比較しても増加となりました。また、外需の面では輸出が回復、それに伴う企業の設備投
資も堅調に推移しています。今後も経済の回復が続く中国の動向が注⽬されます。
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上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表⽇は変更される可能性があります。
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成
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